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審査会合におけるコメント等

Ｎｏ． コメント時期 コメント内容 今回ご説明資料の掲載箇所

Ｓ198
2021年5月14日

第973回審査会合
海洋プレート内地震の「断層位置等の不確かさケース」の位置づけを参考ケースから不確かさケースに見直した
ことに合わせ，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違いに関する説明を補足説明資料から本編資料に移すこと。

本編資料 p.129

１．海洋プレート内地震の地震動評価に関する前回審査会合（第973回）におけるコメント

Ｎｏ． 時期 内 容 今回ご説明資料の掲載箇所

3.16
地震
反映

2022年7月1日
第1057回審査会合

2022年3月16日福島県沖の地震について，東通原子力発電所の審査に反映する。

〔背景と目的〕
海洋プレート内地震の地震動評価は，2021年5月14日(第973回審査会合)において「概ね審査済み」となった。
その後，2022年3月16 日に発生した福島県沖の地震の地震規模〔マグニチュード（M）7.4〕が，検討用地震の
基本ケースの地震規模（M7.3）を超えたことから地震動評価を見直す。

本編資料
p.3～15，20，21，28，41，
59～70，74，79，81，
84，90～92，94，95，
123，125～128，130，133，
135，139～144

補足説明資料
p.10，15，20, 28，31～34，
36～42，45，46

２．2022年3月16日福島県沖の地震（M7.4）の反映について
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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（１）世界の沈み込み帯の特徴

【宇津（1999）】

➢ 海洋性プレートの沈み込む角度（δ），地震発生の深
さの最大（hmax)，収束速度（Vc）等は，沈み込み帯によ
り異なり多様である。

➢ 東通原子力発電所が位置する「東北日本」と北海道
の「千島－Kamchatka」は，同じ太平洋プレートの沈
み込み帯に属し，hmaxとVcが比較的類似しているもの
の，地震面の傾角（δ）及びカップリングの強さ（χ）に
違いが見られる。

世界のプレート沈み込み帯（一部加筆）

主な沈み込み帯〔宇津（1999）に一部加筆〕

δ ：地震面の傾角
hmax：震源深さの最大（＋dは，深さ600㎞前後にも分離した活動がある）
Vc：収束速度
χ ：カップリングの強さ（F：強，70～100％，M：中，10～70％，W：弱，0～10％）
最大地震：1997年末までの最大地震のMと発生年
＃：背弧海盆の拡大あり

【木村(2002)】

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.4 一部修正
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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（２）アウターライズ地震① 主なアウターライズ地震

【Aｌvarez-Gomez et al.(2012）】

➢ 20世紀以降に大津波をもたらしたアウターライズ地震（６地震）を下表のように整理している。

➢ これによれば，1933年三陸沖の地震（M8.1※）が最大規模である。

アウターライズの巨大地震の断層パラメータ〔Alvarez-Gomez et al.(2012)に一部加筆〕

【その他の地震】

なお，海溝軸外側では以下の地震が発生しているが，海洋プレートが沈み込む際の正断層とはメカニズムが異なる。

〔気象庁 平成24年4月地震・火山月報（防災編）〕

➢ 2012年4月11日17時38分（日本時間），インドネシアのスマトラ北部西方沖でMw8.6の地震が
発生。

➢ 発震機構（気象庁のCMT解）は横ずれ断層型で，ユーラシアプレートの下に沈み込む前の
インド・オーストラリアプレートの内部で発生した地震である。

※：気象庁マグニチュード

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.5 一部修正

気象庁のCMT解
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１．１ 世界の主な海洋プレート内地震

（２）アウターライズ地震② 1933年三陸沖の地震

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度

1933/03/03 02:30 三陸沖 39°07.7′N 145°07.0′E 0km Ｍ8.1 ５

【地震調査研究推進本部（2019）】

➢ 海溝軸外側の地震としては，1933年の昭和三陸地震が知られている。瀬野（1995）によると，このタイプの地震は沈み込む前のプ
レートが曲げられることで発生する正断層型の浅い地震と考えられている。

➢ 地震による被害は少なく，三陸地方で壁の亀裂，崖崩れ，石垣の崩壊，堤防の決壊があった程度。地震後約30分～１時間の間に
津波が北海道・三陸の沿岸を襲い大きな被害が出た。

1933年三陸沖の地震 震度分布

（気象庁 震度検索データベース）

http://www.data.jma.go.jp/svd/eqdb/data/shindo/index.php

1933年三陸沖の地震

1933年三陸沖の地震 発震機構(瀬野（1995）に一部加筆）

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.6 再掲
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１．２ 1968年5月16日十勝沖地震の最大余震

（１）地震調査研究推進本部（2019）の知見

【地震調査研究推進本部(2019)】

➢ 1968年5月16日19時39分頃の地震は青森県東方沖及び岩手県沖北部で発生したM7.5の地震で，津波を伴った。
1968年十勝沖地震の余震と考えられている。

➢ 沈み込んだプレート内で発生した地震であり，浦河と広尾で震度５を観測したほか，北海道から東北にかけての広
い範囲で震度４を観測した。

➢ この地震のメカニズムはKanamori(1971)によると，正断層型の地震であった。

震央分布図〔地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆〕

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.7 一部修正



8
１．２ 1968年5月16日十勝沖地震の最大余震

（２）Izutani（2011）の知見

【Izutani(2011)】

➢ 強震動継続時間の方位依存性から，最大余震の断層面を推定した。

➢ 本震の滑り方向は太平洋プレートと同じ向きだが，最大余震はほぼ反対の滑り方向を持つ。

➢ 強震記録の分析から，最大余震の断層位置は本震の20km下方に位置し，本震とほぼ平行である。

本震

最大余震

東通原子力発電所

約20km

プレート境界面

本震

最大余震

本震 最大余震

本震と最大余震の震央分布

推定された断層面（断面）

強震記録

1968年十勝沖地震（プレート間地震）と最大余震（海洋プレート内地震）〔Izutani(2011)に一部加筆〕

⇒ 1968年十勝沖地震の最大余震（M7.5）は，震源メカニズムからアウターライズの正断層の再活動とはタイプが異なると考えられる。そ
の影響は，本震を上回るものとはなっていない。

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.8 一部修正
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１．３ 沖合いのやや浅い地震（東北）の短周期レベル

（１）2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）の短周期レベル

【2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）の短周期レベル】

佐藤（2012）に加筆

2011年7月10日三陸沖の地震の観測加速度スペクトルとω-2モデルの比較

（短周期レベルの推定には４Hz以下を用いた）

検討に用いたK-NET観測点

➢ 佐藤・巽（2002）が東日本の震源深さ60km以下の海溝型地震
の観測記録からスペクトルインバージョンにより推定したQ値，
経験的地盤増幅率及び2011年7月10日三陸沖の地震のK-NET
強震記録を用いて震源スペクトルを算出し，短周期レベルを推
定した。

2011.7.10

2011年7月10日三陸沖の地震の短周期レベルAは，同規模のプ
レート内地震と比較して小さい。

3.95×1019Nm/s2

第913回審査会合（2020.10.23）

資料１－２ p.8 再掲
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１．４ 検討対象地震と申請時の基準地震動Ｓｓの比較

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

：敷地下方DC型地震
：敷地下方DE型地震
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道ＤＥ型地震
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震
：基準地震動Ｓｓ（2014年6月）

➢ 検討対象地震の地震動評価では，平均応答スペクトル※や一部簡易的な手法も採用しており，地震動評価精
度が多少劣るケースがあるが，それが基準地震動Ｓｓ策定に与える影響は小さいことを確認するために，検討
対象地震の応答スペクトル（本編資料４章８再掲）と基準地震動Ｓｓ（申請時）の比較を示す。

※：平均応答スペクトル：断層モデルを用いた地震動評価では，各小領域の破壊伝播の揺らぎを考慮した複数ケースを算定しており，
平均応答スペクトルは複数の算定結果を平均したもの。

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.10 一部修正

検討対象地震の応答スペクトルと申請時の基準地震動Ss

3.16地震反映
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Res_6-3_NS.waz

Res_6-3_EW.waz

Res_ACC-CASE3-RUP1-R000-S03_NS.waz

Res_ACC-CASE3-RUP1-R000-S03_EW.waz

Res_ACC-CASE3-RUP2-R000-S04_NS.waz

Res_ACC-CASE3-RUP2-R000-S04_EW.waz

Res_ACC-CASE3-RUP3-R000-S05_NS.waz

Res_ACC-CASE3-RUP3-R000-S05_EW.waz

Res_ACC-CASE3-RUP4-R000-S07_NS.waz

Res_ACC-CASE3-RUP4-R000-S07_EW.waz

res_case3-2_R1_SGF_PN_p006_v005.waz

res_case3-2_R1_SGF_PE_p006_v005.waz

res_case3-2_R2_SGF_PN_p006_v006.waz

res_case3-2_R2_SGF_PE_p006_v006.waz

res_case3-2_R3_SGF_PN_p001_v002.waz

res_case3-2_R3_SGF_PE_p001_v002.waz

res_case3-2_R4_SGF_PN_p002_v005.waz

res_case3-2_R4_SGF_PE_p002_v005.waz

RSP-CASE1-RUP1-R000-S08_PN.waz

RSP-CASE1-RUP1-R000-S08_PE.waz

RSP-CASE1-RUP2-R000-S03_PN.waz

RSP-CASE1-RUP2-R000-S03_PE.waz

RSP-CASE1-RUP3-R000-S07_PN.waz

RSP-CASE1-RUP3-R000-S07_PE.waz

RSP-CASE1-RUP4-R000-S10_PN.waz

RSP-CASE1-RUP4-R000-S10_PE.waz

rsp_case2-4_R1_SGF_PN_p006_v006.waz

rsp_case2-4_R1_SGF_PE_p006_v006.waz

rsp_case2-4_R2_SGF_PN_p006_v007.waz

rsp_case2-4_R2_SGF_PE_p006_v007.waz

rsp_case2-4_R3_SGF_PN_p003_v002.waz

rsp_case2-4_R3_SGF_PE_p003_v002.waz

rsp_case2-4_R4_SGF_PN_p006_v003.waz

rsp_case2-4_R4_SGF_PE_p006_v003.waz

RSP-CASE5-RUP1-R000-S06_PN.waz

RSP-CASE5-RUP1-R000-S06_PE.waz

RSP-CASE5-RUP2-R016-S02_PN.waz

RSP-CASE5-RUP2-R016-S02_PE.waz

RSP-CASE5-RUP3-R000-S08_PN.waz

RSP-CASE5-RUP3-R000-S08_PE.waz

RSP-CASE5-RUP4-R000-S06_PN.waz

RSP-CASE5-RUP4-R000-S06_PE.waz

RSP-CASE5-RUP5-R000-S07_PN.waz

RSP-CASE5-RUP5-R000-S07_PE.waz

東通Ss-1H耐専90点+コントロールポイント補間.waz

(h=0.05)
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Res_6-3_UD.waz

Res_ACC-CASE3-RUP1-R000-S03_UD.waz

Res_ACC-CASE3-RUP2-R000-S04_UD.waz

Res_ACC-CASE3-RUP3-R000-S05_UD.waz

Res_ACC-CASE3-RUP4-R000-S07_UD.waz

res_case3-2_R1_SGF_UD_p006_v005.waz

res_case3-2_R2_SGF_UD_p006_v006.waz

res_case3-2_R3_SGF_UD_p001_v002.waz

res_case3-2_R4_SGF_UD_p002_v005.waz

RSP-CASE1-RUP1-R000-S08_UD.waz

RSP-CASE1-RUP2-R000-S03_UD.waz

RSP-CASE1-RUP3-R000-S07_UD.waz

RSP-CASE1-RUP4-R000-S10_UD.waz

rsp_case2-4_R1_SGF_UD_p006_v006.waz

rsp_case2-4_R2_SGF_UD_p006_v007.waz

rsp_case2-4_R3_SGF_UD_p003_v002.waz

rsp_case2-4_R4_SGF_UD_p006_v003.waz

RSP-CASE5-RUP1-R000-S06_UD.waz

RSP-CASE5-RUP2-R016-S02_UD.waz

RSP-CASE5-RUP3-R000-S08_UD.waz

RSP-CASE5-RUP4-R000-S06_UD.waz

RSP-CASE5-RUP5-R000-S07_UD.waz

東通Ss-1V耐専90点+コントロールポイント補間.waz

(h=0.05)

１．５ 検討対象地震（断層モデル波等）の応答スペクトル

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

：敷地下方DC型地震
：敷地下方DE型地震
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道ＤＥ型地震
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震
：基準地震動Ｓｓ（2014年6月）

➢ 検討対象地震の検討では，目的が敷地に最も影響の大きい地震の選定であることから，断層モデルを用いた
手法によって算定された平均応答スペクトルで大小関係を比較したが，参考に，合わせて算定された敷地への
影響が大きいケースの断層モデル波※等の応答スペクトルを示す〔前頁との整合性も考慮し基準地震動Ｓｓ（申
請時）についても記載している〕。

※：断層モデル波は，平均応答スペクトルに最も近い応答スペクトルの一波を選定

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.11 一部修正

検討対象地震（断層モデル波等）の応答スペクトル
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１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（１）検討の概要

※１：佐藤（2010）による太平洋側で発生したプレート間地震のM0-A関係式 ※２：地震調査研究推進本部（2020） 強震動予測レシピ

➢ 海洋プレート内地震の場合，地震規模に加え短周期レベルの大小が地震動評価結果に与える影響が大きいが，内陸地殻内地震等
の地震動評価に使用されるNoda et al.(2002)では，短周期レベルの値は算定のパラメータとしては扱われていない。また，短周期レ
ベルの値をパラメータとして採用した距離減衰式でも，海洋プレート内地震に対する適用性が十分に確認された手法は確立されてい
ない。そのため，検討対象地震の地震動評価は，断層モデル手法等に基づき実施している。

➢ ここでは，検討対象地震を対象に，信頼性は低いが短周期レベルの値をパラメータとして採用した距離減衰式に基づく地震動評価を
実施し，その場合でも，検討用地震として選定している〔敷地下方ＤＣ型地震〕が相対的に大きい評価結果となるかを確認する。

➢ 検討は，以下の２種類の距離減衰式を用いて実施する。

①Noda et al.(2002)の応答スペクトルに短周期レベルの大小を考慮し一律嵩上げする手法（手法Ａ）

②岩盤でのプレート間地震の記録に対し，地震規模，震源距離に加え短周期レベルの値も考慮し近似した距離減衰式（手法Ｂ）

➢ 手法Ａ，手法Ｂとも信頼性に課題があり（下表参照） ，海洋プレート内地震への適用例がないため，あらかじめ敷地における2008年岩
手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8の海洋プレート内地震）の観測記録との比較を行う。

手法の概要 長 所 短 所

【手法A】

Noda et al.(2002)の応答スペ
クトルに短周期レベルの大
小を考慮し一律嵩上げ

➢ Noda et al.(2002)のデータにはプレート間地
震が多く含まれることから，Noda et 
al.(2002)の短周期レベルはプレート間地震
の平均に概ね相当すると考えられる。

➢ プレート間地震の短周期レベル※１に対する
海洋プレート内地震の短周期レベル※２の平
均的な比率，さらに検討対象地震の短周期
レベルの比率（本編資料参照）をNoda et
al.(2002)のスペクトルに一律に乗じる。

① Noda et al.(2002)自体は多くの地震観測記
録によってその妥当性が検証されており，
信頼性が高い。

① 短周期レベルの補正倍率を長周期にまで
一律に適用するため，長周期側が過大な
評価となる。

② 海洋プレート内地震に適用した事例がない
（初事例）。

【手法B】

岩盤でのプレート間地震の
記録に対し，地震規模，震源
距離に加え短周期レベルの
値も考慮し近似した距離減
衰式（RSPL式）

➢ 女川原子力発電所の岩盤で得られたプレー
ト間地震の記録を用いて，硬質岩盤サイト
における短周期レベルを考慮したNoda et 
al.(2002)に対するサイト補正係数の評価式
を策定。

➢ 短周期レベルを考慮することで地震のタイ
プに関わらず適用できると考えられることか
ら，海洋プレート内地震に適用。

① 短周期レベルを考慮した補正係数は，応
答スペクトルの周期ごとに算定しているた
め，短周期レベルの大小がスペクトルの各
周期に与える影響が評価される。

② マグニチュード，等価震源距離，短周期レ
ベル及び地震モーメントから，敷地におけ
る補正係数を直接算定することが可能。

① 女川原子力発電所の敷地で得られたプ
レート間地震のデータを対象としており，ま
た，地震数も多くない（10地震）ため，信頼
性は低い。

② 海洋プレート内地震に適用した事例がない
（初事例）。

海洋プレート内地震の短周期レベルが卓越する特徴を考慮した応答スペクトルに基づく評価手法の概要

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.12 一部修正
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➢各検討対象地震（本編資料４章）について，Noda et al.(2002）を用いた評価を行った。

➢Noda et al.(2002)のデータには太平洋側で発生したプレート間地震が多く用いられていることから，評価にあたっ
ては，検討対象地震と海洋プレート内地震の短周期レベルの補正倍率を全周期帯に乗じた。

検討対象地震
①プレート間地震の短周期レベル※１

に対する海洋プレート内地震の平
均的な短周期レベル※２の倍率

②海洋プレート内地震の平均的な短周期
レベル※２に対する検討対象地震の短
周期レベルの倍率

（本編資料４章再掲）

③Noda et al.(2002)に乗じる海洋
プレート内地震の補正倍率

（= ①×②）

敷地下方DC型地震

ケース１，ケース３

2.5
（9.84/4.02 = 2.5）

1.0 2.5

ケース２，
影響評価ケース

1.5 3.8

敷地下方DE型地震

ケース１，ケース３ 1.0 2.5

ケース２，
影響評価ケース

1.6 4.0

沖合いのやや浅い地震
（東北）

ケース１，ケース２ 0.6 1.5

影響評価ケース 1.0 2.5

北海道DE型地震
ケース１ 1.0 2.5

ケース２ 2.1 5.3

沖合いのやや浅い地震
（北海道）

ケース１ 1.0 2.5

ケース２ 2.0 5.0

アウターライズ地震
ケース１，
影響評価ケース

0.7 1.8

Noda et al.(2002)に乗じる海洋プレート内地震の短周期レベルの補正倍率

※１：佐藤（2010）による太平洋プレートで発生したプレート間地震の短周期レベル。A=4.02×1010×（M0×107）1/3 （Nm/s2）。M0は〔Nm〕
※２：強震動予測レシピ。A=9.84×1010×（M0×107）1/3 （Nm/s2）。M0は〔Nm〕

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（２）【手法A】Noda et al.(2002)による評価 ①短周期レベルの補正倍率

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.13 一部修正
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➢ 海洋プレート内地震の短周期レベルの補正倍率を全周期帯に乗じたNoda et al.(2002)は，長周期側が過大な評価となるものの，
2008年岩手県沿岸北部の地震の観測記録（はぎとり波，PN基準）の全体的な傾向を捉えている。

観測地震
① プレート間地震の短周期レベル※１に対する

海洋プレート内地震の平均的な短周期レベ
ル※２の倍率

② 海洋プレート内地震の平均的な短周
期レベル※２に対する検討対象地震の
短周期レベルの倍率

③ Noda et al.(2002)に乗じる海洋プ
レート内地震の補正倍率（=①×②）

2008年岩手県沿岸北部の地震 2.5（= 9.84/4.02 ） 1.6 4.0

Noda et al.(2002)に乗じる海洋プレート内地震の短周期レベルの補正倍率

観測記録
地震
規模

等価
震源距離

2008年岩手県沿岸
北部の地震

M6.8 196（㎞）

2008年岩手県沿岸北部の地震の諸元
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(h=0.05)
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水平成分 鉛直成分

： 海洋プレート内地震の倍率補正を行った
Noda et al.(2002)

： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 NS）
： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 EW）

： 海洋プレート内地震の倍率補正を行った
Noda et al.(2002) 

： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 UD）

2008年岩手県沿岸北部の地震の敷地における観測記
録（はぎとり波，PN基準）と海洋プレート内地震の補正
倍率を考慮したNoda et al.(2002)との比較

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（２）【手法A】Noda et al.(2002)による評価 ②観測記録による確認

※１：佐藤（2010）による太平洋プレートで発生したプレート間地震の短周期レベル。A=4.02×1010×（M0×107）1/3 （Nm/s2）。M0は〔Nm〕
※２：強震動予測レシピ。A=9.84×1010×（M0×107）1/3 （Nm/s2）。M0は〔Nm〕

第973回審査会合（2021.5.14）
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(cm/s)

2.5耐専'99,Ｍ7.4,Xeq=83,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

3.8耐専'99,Ｍ7.4,Xeq=83,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

3.8耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=84,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=84,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=95,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

4.0耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=95,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

4.0耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=99,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=99,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.5耐専'99,Ｍ7.3,Xeq=226,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=226,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=226,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=171,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

5.3耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=171,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=220,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

5.0耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=220,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.8耐専'99,Ｍ8.1,Xeq=287,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.8耐専'99,Ｍ8.6,Xeq=287,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)
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2.5耐専'99,Ｍ7.4,Xeq=83,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

3.8耐専'99,Ｍ7.4,Xeq=83,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=84,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

3.8耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=84,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=95,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

4.0耐専'99,Ｍ6.8,Xeq=95,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

4.0耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=99,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=99,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.5耐専'99,Ｍ7.3,Xeq=226,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=226,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=226,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=171,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

5.3耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=171,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

2.5耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=220,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

5.0耐専'99,Ｍ8.2,Xeq=220,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.8耐専'99,Ｍ8.1,Xeq=287,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

1.8耐専'99,Ｍ8.6,Xeq=287,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)

：敷地下方DC型地震
：敷地下方DE型地震
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道DE型地震
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震

鉛直成分水平成分

➢ 各検討対象地震（本編資料４章）について，相対的な大小関係を確認するため，短周期レベルの補正倍率を考
慮したNoda et al.(2002)による評価を行った。

➢ 信頼性の低い長周期側で敷地下方DC型地震を上回る地震タイプがあるものの，特に海洋プレート内地震の影
響が顕著となる短周期側では敷地下方DC型地震が他の地震タイプを上回る。

海洋プレート内地震の短周期レベルの補正倍率を考慮したNoda et al.(2002)による検討対象地震の評価

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（２）【手法A】Noda et al.(2002)による評価 ③補正倍率を考慮した検討対象地震の評価

第973回審査会合（2021.5.14）
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壇ほか(2001)による経験式（A∝Ｍ0
1/3）を参考に，観測記録と

Noda et al.(2002)の応答スペクトル比を相対的短周期レベル
（RSPL：Relative Short Period Level）をパラメータとして表す
補正係数を求めた［Hirotani et al.(2013)］。

ＲＳＰＬ＝Ａ/Ｍ0
1/3 ， Ｓ(T)＝ＳＴ(T)×Ｒ(T)

lnＲ(T)＝ａ(T)･ln(ＲＳＰＬ)＋Ｃ(T)

Ａ ：短周期レベル
Ｍ0 ：地震モーメント
Ｓ(T) ：解放基盤表面の応答スペクトル
ＳT(T) ：Noda et al.(2002)による地震基盤の応答スペクトル
Ｒ(T) ：補正係数
ａ(T) ：回帰より求めたＲＳＰＬに関する係数
ＣH(T) ：回帰より求めた水平成分に関する係数
ＣV(T) ：回帰より求めた鉛直成分に関する係数

No. 発生日 M
震央距離

(km)
RSPL

(N2/3・m2/3/s2)

1 1983年 5月24日 5.8 73 2.80E+17

2 1984年10月27日 5.4 83 1.68E+17

3 1985年 8月12日 6.4 84 3.50E+17

4 1986年 3月 2日 6.0 71 5.61E+17

5 1994年 8月14日 6.0 83 1.46E+18

6 1999年11月15日 5.7 82 3.12E+17

7 2002年11月 3日 6.3 78 4.17E+17

8 2002年12月 5日 5.3 79 2.84E+17

9 2003年 3月 3日 5.9 83 4.90E+17

10 2005年 8月16日 7.2 73 6.40E+17

補正係数の策定に用いた地震の諸元
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補正係数の策定に用いた地震の震央分布図
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観測記録の応答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく応答スペクトルの比
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補正係数の策定に用いた地震のＭ0-Ａの関係

壇ほか(2001)によるＭ０とＡの関係
上記実線の2倍および0.5倍

➢ 検討対象地震（本編資料４章）について，短周期レベルを考慮したサイト補正係数を用いた距離減衰式（RSPL式）による評価を行った。
➢ サイト補正係数は，硬質岩盤サイト（女川原子力発電所）で得られた観測記録について，RSPL値（短周期レベルをM0

1/3で基準化）をパラ
メータとして算定し，Noda et al.(2002)に乗じた。算定にあたっては，女川と東通のVs及びVpの違いを考慮した。

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（３）【手法B】短周期レベルを考慮した距離減衰式 ①短周期レベルを考慮したサイト補正係数の概要

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.16 一部修正
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➢ 短周期の地震動は，地震規模の他に短周期レベル（A）（応力降下量）の大小にも
左右される※１。地震規模と震源距離をパラメータとした距離減衰式では，地域的
に短周期レベルが大きい等の理由からその傾向を反映した観測記録が多く得ら
れている場合は，その平均的な傾向は距離減衰式に反映されるが〔右図の各地
震（□）に対する黒実線〕，短周期レベルの大きいデータが少ない場合等はバラツ
キとして処理される。

※1： 震源スペクトルは，地震モーメント（M0）及びコーナー周波数（ｆｃ）で表される。ｆｃより高周波数側（短周期側）のレベル
〔短周期レベル（A）〕は，一般的に，M0の1/3乗に応じて大きくなる〔※2及び（a）図参照〕。また，短周期レベルの違い
でも震源スペクトルの形状が変化する〔（ｂ）図参照〕。

➢ 手法Bでは，個々の地震とNoda et al.(2002)による評価との残差の一部が平均的
な短周期レベルに対する当該地震の乖離（右図の黒実線に対する〇）による影響
とみなし，短周期レベルをパラメータとして残差の統計処理を行っている。

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（３）【手法B】短周期レベルを考慮した距離減衰式 ②Noda et al.(2002)との残差と短周期レベルの関係

※2： 例えば，壇ほか（2001） 𝐴 = 2.46 × 1010 × M0 × 107 1/3

(a) Noda et al.(2002)と整合する地震の震源スペクトル（模式図）
（AとM0の関係が一般的な地震）

(b) Aが大きくNoda et al.(2002)と乖離する地震の震源スペクトル（模式図）
（M0が同じでAが大きい場合）
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)

一般的な A ∝ M0
1/3

(a)図
M0に応じてAが大
きくなる。

(b)図
M0は同じでAだけ大きく
なる事例。

M0－A関係の模式図

： 平均的な地震 ： Aが大きい地震

Noda et al.(2002)と整合

Noda et al.(2002)と乖離（残差）が生じる

第973回審査会合（2021.5.14）
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➢ 短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）は，短周期レベルが大きくなるにしたがって短周期側の応答が大きくなるものの，
長周期側への影響は小さい。（下記は，仮想の地震について短周期レベルを1.0～2.0倍とした計算例。）

検討ケース 地震規模（ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 等価震源距離 地震モーメント※１ 短周期レベル（As※2に対する倍率）

ケースA M7.5（Mw7.4） 70（㎞） 1.58×1020（Nm） 1.15×1020（Nm/s2）（=1.0As)

ケースB M7.5(Mw7.4） 70（㎞） 1.58×1020（Nm） 1.72×1020（Nm/s2）（=1.5As)

ケースC M7.5(Mw7.4） 70（㎞） 1.58×1020（Nm） 2.29×1020（Nm/s2）（=2.0As)

短周期レベルの違いによる影響確認に用いた諸元（仮想の地震）

※１：Kanamori(1977)に基づき算定 ※２：地震調査研究推進本部（2020）による短周期レベルを1.0Asとする。
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RSPL_Case-201_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=70_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case-202_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=70_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=70,Vs=1.3,Ts=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

RSPL_Case-200_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=70_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case-201_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=70_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case-202_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=70_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

耐専'99,Ｍ7.5,Xeq=70,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

(h=0.05)

水平成分 鉛直成分
：ケースA（1.0As）
：ケースB（1.5As）
：ケースC（2.0As）
：Noda et al.(2002)

短周期レベルの違いによる影響（仮想の地震）

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（３） 【手法B】短周期レベルを考慮した距離減衰式 ③短周期レベルの影響

第973回審査会合（2021.5.14）
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(h=0.05)

➢ 短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）は，硬質岩盤サイトである女川原子力発電所で得られたプレート間地震の観測記
録に基づくこと等から，海洋プレート内地震に対する適用性を確認した。

➢ 東通原子力発電所で観測された海洋プレート内地震のうち，地震規模が大きく，短周期レベルが大きな2008年岩手県沿岸北部
の地震の観測記録（はぎとり波，PN基準）と短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）の応答スペクトルの比較を示す。距離
減衰式（RSPL式）を用いた評価は，全体的な傾向を捉えている。

水平成分 鉛直成分

観測記録 地震規模 等価震源距離 地震モーメント（F-net） 短周期レベル〔佐藤（2013）〕

2008年岩手県沿岸北部の地震 M6.8 196（㎞） 1.72×1019（Nm） 8.96×1019（Nm/s2）

敷地における観測記録（T.P.+2.0mはぎとり波）と短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）の比較

2008年岩手県沿岸北部の地震の諸元

： 短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）
： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 NS）
： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 EW）

： 短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）
： 観測記録（T.P.+2.0m はぎとり波 UD）

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（３） 【手法B】短周期レベルを考慮した距離減衰式 ④観測記録による確認

第973回審査会合（2021.5.14）
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RSPL_Case5-1_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=220_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case5-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=220_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case3-1_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=171_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case3-2_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=171_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Cased4-0_耐専'99_Ｍ7.3_Xeq=226_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_0.6*Case4-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=226_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case4-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=226_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case2-1_耐専'99_Ｍ6.8_Xeq=95_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case2-2_耐専'99_Ｍ6.8_Xeq=95_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case2-3_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=99_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case2-4_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=99_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05

RSPL_Case1-14_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=84_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case1-15_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=84_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case1-30_耐専'99_Ｍ7.4_Xeq=83_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case1-31_耐専'99_Ｍ7.4_Xeq=83_Vs=1.3_Ts=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

(h=0.05)
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RSPL_Case6-4_耐専'99_Ｍ8.1_Xeq=287_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case6-3_耐専'99_Ｍ8.1_Xeq=287_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case5-1_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=220_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case5-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=220_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case3-1_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=171_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case3-2_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=171_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case4-0_耐専'99_Ｍ7.3_Xeq=226_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_0.6*Case4-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=226_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case4-3_耐専'99_Ｍ8.2_Xeq=226_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case2-1_耐専'99_Ｍ6.8_Xeq=95_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case2-2_耐専'99_Ｍ6.8_Xeq=95_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case2-3_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=99_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case2-4_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=99_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05

RSPL_Case1-14_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=84_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case1-15_耐専'99_Ｍ7.5_Xeq=84_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

RSPL_Case1-30_耐専'99,Ｍ7.4,Xeq=83,Vp=2.25,Tp=5,h=0.05,NFRD=なし,内陸補正=なし

RSPL_Case1-30_耐専'99_Ｍ7.4_Xeq=83_Vp=2.25_Tp=5_h=0.05_NFRD=なし_内陸補正=なし

(h=0.05)

➢ 各検討対象地震（本編資料４章）について，相対的な大小関係を確認するため，短周期レベルを考慮した距離減
衰式（RSPL式）を適用した評価を行った。

➢ 長周期側で敷地下方DC型地震を上回る地震タイプがあるものの，特に海洋プレート内地震の影響が顕著となる
短周期側では敷地下方DC型地震が他の地震タイプを上回る。

：敷地下方DC型地震
：敷地下方DE型地震
：沖合いのやや浅い地震（東北）
：北海道DE型地震
：沖合のやや浅い地震（北海道）
：アウターライズ地震

鉛直成分水平成分

短周期レベルを考慮した距離減衰式（RSPL式）を適用した検討対象地震の評価

１．６ 検討対象地震の距離減衰式による評価
（３） 【手法B】短周期レベルを考慮した距離減衰式 ⑤検討対象地震の評価

第973回審査会合（2021.5.14）
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２．海洋プレート内地震（検討用地震）の地震動評価

２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

２．２ 検討用地震付近で発生した観測地震（要素地震の検討）

２．３ Noda et al.(2002)に対するサイト補正係数の検討に用いた観測地震
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２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（１）4.7地震の断層位置

➢ 東北地方で発生したDC型地震である2011年4月7日宮城県沖の地震（4.7地震）（M7.2）は，海洋性マントルの最
上部で発生した地震であった。

➢ 基本ケース及びケース２（地震規模・短周期レベル）では，4.7地震の知見を踏まえ海洋性マントルに断層面を
想定しているが，不確かさケース３（断層位置等）では，この断層面を敷地により近づけるために断層面を海洋
地殻の位置に想定する。

4.7地震震源域の鉛直分布図〔Nakajima et al.(2011)に一部加筆〕

白丸は再決定した余震

海洋地殻

海洋性マントル

太平洋プレート上面モホ面

断層面

第973回審査会合（2021.5.14）
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２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い①

北海道の海洋プレート内地震の応力降下量

〔Kita and Katsumata(2015)に一部加筆〕

【Kita and Katsumata(2015)】

➢ 北海道下の海洋プレート内地震を分析すると，海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性マントル内で発生する地震の応力
降下量よりも小さい傾向がある。

【北（2016）】

➢ 東北地方でも北海道と同じ傾向がみられた。

➢ 剛性の違いなどが応力降下量の違いを誘発すると考えられる。

⇒海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性マントルの地震の1/1.9倍（0.53倍）～1/2.8倍（0.36倍）程度となっている。

北海道

海洋地殻のVsを4.0km/s，海洋性マントルのVsを
4.6km/sとした場合

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約1.9倍程度

海洋地殻及び海洋性マントルのVsを4.6km/sとし
た場合

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約2.8倍程度

東北

東北日本の海洋プレート内地震の応力降下量

〔北(2016)に一部加筆〕

海洋地殻及び海洋性マントルのVsを4.6km/sとし
た場合（読み取り）

海洋性マントル／海洋地殻 ＝ 約2.8倍程度

第973回審査会合（2021.5.14）
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北海道で発生する海洋プレート内地震の応力降下量 模式図〔Kita and Katsumata(2015)に一部加筆〕〕

⇒海洋性マントル及び海洋地殻で発生する地震の応力降下量の違いには，D/rに比べて剛性率の寄与が比較的大きいことから，剛性
率に着目した検討を行う。

➢ 海洋地殻の応力降下量は，深さ70～100kmでは，温度による剛性低下の
効果が大きく，応力降下量が減少する。

➢ 深さ110～170kmでは，温度上昇より脱水作用等による影響が大きくなり，
剛性が増大し，応力降下量が増加する。

２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い②

（ａ）海洋地殻と海洋性マントルで発生する地震の応力降下量の模式図 （ｂ）海洋地殻で発生する地震の応力降下量の模式図（詳細）

➢ 海洋地殻は海洋性マントルに比べて剛性が小さく，Δσは小さい。
➢ 海洋性マントルは剛性が大きく，深くなるほどΔσは大きくなる。

【Kita and Katsumata(2015)】

➢ 海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の違いは，それぞれの領域の剛性率及びD/ｒの違いで説明できる可能性がある※。

➢ 剛性率の違いは，海洋地殻と海洋性マントルを構成する岩石の違いによる。（海洋地殻/海洋性マントル：60～71％）

➢ D/ｒの違いは，海洋地殻と海洋性マントルで発生する地震の破壊メカニズムの違いを示唆。（海洋地殻/海洋性マントル：74～86％）

※： ， Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量 ⇒ Δσは，μ及びD/rに比例する。∆𝜎 =
7

16
∙ 𝜋 ∙ 𝜇 ∙

D

r
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【Kita and Katsumata.(2015)による知見】
・Christensen(1996)は，封圧1.0GPaにおける岩石の密度及びVsを示しており，上部マントルの剛性率は67～75GPa，
地殻（深さ70～120km）の剛性率は45～48GPaとなる。

・この知見から，海洋地殻／上部マントルの剛性率の比として，60～71％が導かれる。

【Christensen(1996 )及びChristensen and Mooney(1995)による知見】
・Christensen(1996)は，Christensen and Mooney(1995)の知見に基づき，封圧1.0GPaにおける岩石の物性について
整理している。

封圧下における物性値【Christensen(1996)より抜粋・一部加筆】

海洋地殻の構成岩石
玄武岩

マントルの構成岩石
かんらん岩

海洋地殻の構成岩石
角閃岩

マントルの構成岩石（かんらん岩）は，海洋地殻の構成岩石（玄武岩等）に比べて密度・S波速度・P波速度が大きい。

２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い③

第913回審査会合（2020.10.23）

資料１－２ p.14 再掲
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➢ 地震調査研究推進本部（2012）の評価に用いている地下構造モデルにおいて，北海道地方から東北地方にかけての太平洋プレートは
同じ構造（S波速度，密度等）のモデルが用いられている。

➢ この地下構造モデルの海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比は
約2.10倍である。これは，Kita and Katsumata(2015)における海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の関係（海洋性マントル/海洋地殻
＝約1.9倍程度）と対応している。

太平洋プレート構造モデル〔地震調査研究推進本部（2012）〕

第22層 海洋地殻
（Vs（β）=3.5km/s）

第23層 海洋性マントル
（Vs（β）=4.6km/s）

全国１次地下構造モデル（暫定版）の物性値
〔地震調査研究推進本部（2012）〕 S波速度 密度 剛性率

剛性率の比
マントル/地殻

（地殻/マントル）
β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻
（第22層）

3.5 2.8 3.4E+10 2.10
（0.47）海洋性ﾏﾝﾄﾙ

（第23層）
4.6 3.4 7.2E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量※の比）

２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い④

※： ，Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量∆𝜎 =
7

16
∙ 𝜋 ∙ 𝜇 ∙

D

r

第913回審査会合（2020.10.23）
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➢ 応力降下量と剛性率は比例関係にある※。

➢ 一方，地震調査研究推進本部（2005）では，宮城県沖地震を想定した強震動予測に用いるため，東北地方の上部
マントルから地震基盤までの大構造を設定しているが，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：
密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比は，約1.42倍となる。

上部マントルから地震基盤までの大構造

〔地震調査研究推進本部（2005）〕

S波速度 密度 剛性率
剛性率の比

マントル/地殻
（地殻/マントル）

β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻 3.93 3.0 4.6E+10 1.42
（0.70）海洋性

マントル
4.5 3.25 6.6E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量の比）

２．１ 敷地下方DC型地震の断層面を海洋地殻まで近づけた場合の応力降下量

（２）海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い⑤

※： ，Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径，μ：剛性率，D：すべり量∆𝜎 =
7

16
∙ 𝜋 ∙ 𝜇 ∙

D

r
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東通原子力発電所

敷地下方DC型地震
断層モデル

➢ 検討用地震（M7.4：基本ケース）の経験的グリーン関数法を用いた地震動評価を行う場合は，以下の条件を満たす敷地の観測記
録を用いることが望ましい。

① 検討の目標とする地震の断層面付近で発生している。

② 検討の目標とする地震と観測地震のMの差が2程度である。

③ 震源メカニズム（発震機構）が検討の目標とする地震に類似している。

④ 観測地震の地震モーメント等の震源パラメータが知られている。

➢ 検討用地震である敷地下方DC型地震の想定位置付近で発生した地震のうち，条件に適合する敷地の観測記録は得られていな
い。

敷地付近で発生した観測地震の震央分布
（海洋プレート内地震）

No. 発生年月日
地震
規模

震央
距離
（km）

震源
深さ
（km）

条件①
発生
場所

条件②
地震
規模

条件③
震源

ﾒｶﾆｽﾞﾑ

条件④
震源

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

条件へ
の

適合

1 1995.1.31 M4.1 52 60 〇 × 不明 不明 ×

2 1997.2.6 M4.0 54 65 〇 × 不明 不明 ×

3 2003.1.13 M4.2 55 71 × × × 〇 ×

4 2003.12.16 M4.0 44 77 × × × 〇 ×

5 2005.9.3 M4.9 59 64 × 〇 × 〇 ×

6 2012.4.27 M5.0 60 65 × 〇 × 〇 ×

7 2017.3.8 M5.2 60 65 × 〇 × 〇 ×

8 2017.6.10 M4.2 48 72 × × × 〇 ×

敷地付近で発生した観測地震（海洋プレート内地震）の条件への適合状況

【観測地震の検索条件】
➢ 40km ≦ 震央距離 ≦ 60km
➢ 60km ≦ 震源深さ ≦ 80km
➢ 地震規模 4.0 ≦ M

第973回審査会合（2021.5.14）
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サイト補正係数 サイト補正係数
No.5地震 No.5地震

No.8地震 No.8地震

Period(s) Period(s)

２．３ Noda et al.(2002)に対するサイト補正係数の検討に用いた観測地震

➢ Noda et al.（2002）に対するサイト補正係数の検討（本編資料５章）に用いた海洋プレート内地震のうち，比較的乖離の大きい地震
は，地震モーメント（M0）に対して短周期レベル（A）が大きいかあるいは小さい地震であることを確認した。

No. 年 月 日 時 分 M
地震モーメント※１

M0（Nm）
短周期レベル※２

A（Nm/s2）

1 2001 4 3 4 54 5.6 1.72×1017 8.76×1018

2 2001 12 2 22 1 6.4 5.34×1018 4.21×1019

3 2005 2 26 21 37 5.7 3.74×1017 9.89×1018

4 2007 4 19 0 7 5.6 1.86×1017 5.96×1019

5 2008 7 24 0 26 6.8 1.72×1019 8.96×1019

6 2014 6 15 2 31 5.5 2.44×1017 3.02×1018

7 2015 7 10 3 32 5.7 2.58×1017 6.11×1018

8 2017 12 16 2 58 5.5 3.97×1016 2.29×1018

※１：No.1，2，3，5は佐藤(2013）による。その他はF-netによる。
※２：No.1，2，3，5は佐藤(2013）による。その他は震源スペクトルから求めた。

観測地震の地震モーメント及び短周期レベル
地震調査研究推進本部（2020）

No.5地震

No.8地震

海洋プレート内地震のNoda et al.(2002)に対するサイト補正係数（本編資料p.138に一部加筆）

地震モーメントM0と短周期レベルAとの関係

No.5地震及びNo.8地震の観測記録については，第943回適合性審査会合（2021
年2月5日）資料１－２－３ p.227，228及びp.311，312を参照。

第973回審査会合（2021.5.14）

資料１－２ p.30 一部修正

水平成分 鉛直成分
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３．2022年3月16日福島県沖の地震

女川原子力発電所の観測記録
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➢ 女川原子力発電所における3.16地震の観測記録において，周期約0.5秒のピークは片方向（PNS成分）の卓越として認められる。このピークは女川原子力発
電所から４km程度離れた（公財）地震予知総合研究振興会による牡鹿半島での地震観測記録でも認められるため，震源特性に起因するものと考えられる。

３．2022年3月16日福島県沖の地震 女川原子力発電所の観測記録

（１）観測記録の特徴 3.16地震反映

女川原子力発電所の観測記録（自由地盤岩盤上部の地震観測点（O.P.-8.6m），地中記録）
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地震予知総合研究振興会の観測記録（設置深度96m，Vs=1200m/s）3.16地震の震央位置及び観測点位置
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➢ 女川原子力発電所で観測されたＭ7クラスの地震で，オービットによって周期約0.5秒の片方向の卓越が確認された地震は3.16地震以外にも3地震ある。

①卓越する方向は地震によって異なっており，従って片方向のピークは地盤特性に起因するものではない。なお，3.16地震はピークの方向がプラントの方
位と一致しているが，2003年の地震（M7.1）や4.7地震はプラント方位とずれているため，観測記録のPNS，PEWの応答スペクトルは大きな卓越にはなっ
ていない。

②卓越する方向は震源メカニズムと完全に整合している訳ではないことから周期約0.5秒の片方向の卓越成分は，背景領域の断層面と角度の異なる小さい
強震動生成域から放出されたことがうかがえる。

➢ 2005年の地震（M7.2）については，いわゆる“スーパーアスペリティ”を用いたシミュレーション解析の検討例※がある。特徴的な短周期成分の詳細な再現に
ついては評価手法の高度化検討が必要である。

女川原子力発電所における周期約0.5秒の片方向の卓越が認められる地震（Ｍ7クラス）
及び卓越が見られる４秒間の加速度波形のオービット（バンドパス処理：1.6Hz-2.5Hz）

2011.4.7(M7.2) 海洋プレート内地震

2005.8.16(M7.2) プレート間地震2022.3.16(M7.4) 海洋プレート内地震

2003.5.26(M7.1) 海洋プレート内地震

３．2022年3月16日福島県沖の地震 女川原子力発電所の観測記録

（２）周期約0.5秒の片方向の卓越が認められるＭ７クラスの地震

※：原子力規制委員会（2020）：令和２年度原子力規制庁委託成果報告書「海溝型地震の特性化震源モデルに係る検討」
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➢ 周期約0.5秒の片方向の卓越は小さい強震動生成域の指向性効果によるが，放射特性の「くずれ」は伝播経路中の不均質性や伝播経路の長短の影響を受
け，特に高周波数側が強く影響を受けることが知られている〔例えばTakemura et al.(2009)，佐藤・翠川（2016）〕。

➢ 女川は，海域に最も近接している陸域として太平洋に突き出ている牡鹿半島に位置しており，敷地直下がアサイスミックフロント（AF，深さ約60km)となってい
る。一方，東通が位置する下北半島は，アサイスミックフロント（AF）から50km程度離れており，プレート境界までの距離は東通の方が遠い。

➢ また，内陸地殻の固さ（変形のしにくさ）を表す指標であるVp／Vs構造の分布図によると，女川が位置する牡鹿半島付近は変形しにくい地域（青の地域）と
なっているのに対し，東通は女川より変形しやすい地域となっている。

以上の特徴を踏まえると，海溝型地震※に対し，東通は女川に比べ高周波数の放射特性の「くずれ」が生じやすい地域となっている。

上面の地震の震央分布

〔Kita et al.(2010)に一部加筆〕

深さ25kmにおけるVp/Vs構造

〔防災科学技術研究所(2008)に一部加筆〕

3.16地震反映

３．2022年3月16日福島県沖の地震 女川原子力発電所の観測記録

（３）東通の地震動評価に対する影響 ①地震テクトニクス的な特徴

〈https://www.hinet.bosai.go.jp/topics/sokudo_kozo/alljpn_2008.php〉

●：海洋プレート内地震の震源，
青太線：プレート間地震の西縁（アサイスミックフロント），

：繰返し地震， ：低角逆断層地震

女川原子力発電所

東通原子力発電所

※：プレート間地震，海洋プレート内地震
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Res_case1-30_rup1_PE.waz

Res_case1-30_rup1_PN.waz

Res_case1-30_rup2_PE.waz

Res_case1-30_rup2_PN.waz

Res_case1-30_rup3_PE.waz

Res_case1-30_rup3_PN.waz

Res_case1-30_rup4_PE.waz

Res_case1-30_rup4_PN.waz

Res_case1-30_rup5_PE.waz

Res_case1-30_rup5_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP1-R000-S06_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP1-R000-S06_PE.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP2-R016-S02_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP2-R016-S02_PE.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP3-R000-S08_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP3-R000-S08_PE.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP4-R000-S06_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP4-R000-S06_PE.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP5-R000-S07_PN.waz

Res-ACC-CASE1-16-1-RUP5-R000-S07_PE.waz

RSP-CASE5-RUP1-R000-S06_PN.waz

RSP-CASE5-RUP1-R000-S06_PE.waz

RSP-CASE5-RUP2-R016-S02_PN.waz

RSP-CASE5-RUP2-R016-S02_PE.waz

RSP-CASE5-RUP3-R000-S08_PN.waz

RSP-CASE5-RUP3-R000-S08_PE.waz

RSP-CASE5-RUP4-R000-S06_PN.waz

RSP-CASE5-RUP4-R000-S06_PE.waz

RSP-CASE5-RUP5-R000-S07_PN.waz

RSP-CASE5-RUP5-R000-S07_PE.waz

東通Ss-1H耐専90点+コントロールポイント補間.waz

(h=0.05)

➢ 海溝型地震に対する東通と女川の伝播特性の違いを確認するため，プレート間地震による観測記録について，Noda et al.(2002) に対する残差を比較した。
東通は女川より傾向的に短周期側が有意に小さくなっており，地震テクトニクス的な特徴の違いと整合した結果となっている。

以上を踏まえると，東通は女川に比べ小さい強震動生成域の指向性効果の影響を受けにくい地点であると考えられる。

また，地震調査研究推進本部（2020）の強震動予測レシピを用いて評価した海洋プレート内地震の応答スペクトルは，申請時の基準地震動Ssに対し周期
0.5秒付近では裕度を有していることから，海溝型地震の短周期の指向性効果が基準地震動策定に与える影響は小さいと判断される。

※：第558回適合性審査会合（2018年3月23日） 女川原子力発電所2号炉 基準地震動の年超過確率の参照について（コメント回答）資料１ p.33 を一部修正

【女川】

3.16地震反映

水平成分

東通 観測記録の応答スペクトルと
Noda et al.(2002) の残差

東通 基準地震動Ss（申請時）と敷地下方DC型地震の
断層モデルによる地震動評価結果

【東通】

鉛直成分

女川 観測記録の応答スペクトルと
Noda et al.(2002) の残差※

３．2022年3月16日福島県沖の地震 女川原子力発電所の観測記録

（３）東通の地震動評価に対する影響 ②観測記録の特徴

（M5.5～7.2，Δ=100～200㎞程度以内の
プレート間地震 28地震）

（M5.5～7.6，Δ=100～200㎞程度以内の
プレート間地震 34地震）

： ケース１（基本ケース）（M7.4，Xeq=83km）
： ケース２（地震規模・短周期レベル）（M7.5，Xeq=84km）
： ケース３（断層位置等）（M7.5，Xeq=77km）
： 基準地震動Ss（2014年6月）：NS方向

：EW方向

鉛直成分

水平成分

鉛直成分

水平成分

観測記録とNoda et al.(2002)の残差
平均 平均±１σ

観測記録とNoda et al.(2002)の残差
平均 平均±１σ

観測記録とNoda et al.(2002)の残差
平均 平均±１σ

観測記録とNoda et al.(2002)の残差
平均 平均±１σ
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４．2022年3月16日福島県沖の地震

強震動評価に関する報告
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４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

強震動評価に関する報告一覧

筆者名 表題 投稿先 投稿年月 概要

野津 厚
波形インバージョンによる2022年3月16日福島県
沖の地震（M7.4）の震源断層の破壊過程の推定

日本建築学会大会学術講演
梗概集（北海道）

2022年9月 補足説明資料 p.37参照

引間 和人
2022年3月と2021年2月に福島県沖で発生した
スラブ内地震の震源過程－3次元地下構造モデ
ルを考慮した解析－

日本地震学会2022年度秋季
大会

2022年10月 補足説明資料 p.38参照

芝 良昭
東北太平洋沖で近年発生したスラブ内地震の
広帯域震源特性

日本地震工学会第17回年次
大会

2022年12月 補足説明資料 p.39参照

新井 健介
吉田 昌平
田中 信也
熊谷 周治

経験的グリーン関数法を用いた2022年3月16日
福島県沖の地震の強震動生成域の推定

日本地震工学会第17回年次
大会

2022年12月 本編資料 p.65～70参照

南雲 秀樹
2022年3月16日に発生した福島県沖（MJ7.4）の
地震の震源過程解析

日本地震工学会第17回年次
大会

2022年12月 補足説明資料 p.40参照

佐藤 智美
バックプロジェクション法と経験的グリーン関数
法に基づく2022年福島県沖の地震の広帯域震
源モデル

日本建築学会構造系論文集
第88巻

2023年5月 補足説明資料 p.41参照

3.16地震反映

➢ 3.16地震の強震動評価に関する報告を収集した結果を以下に示す。
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４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（１）野津（2022） 3.16地震反映

波形インバージョンから得られた最終すべり量（左）と最大すべり速度（右）の分布
（★は破壊開始点）

仮定した断層面と観測点の位置
（■は本震の破壊開始点（気象庁），
□は解析に用いた余震の震央（気象庁），
▪は24 時間以内の余震分布（気象庁），

▲はインバージョンに用いた観測点）

➢ 野津（2022）は経験的グリーン関数法を用いた波形インバージョンにより，2022年福島県沖のスラブ内地震の破壊過程の推定を
行った。

➢ 対象周波数は0.2～2Hzとし，グリーン関数としては本震との位相特性の類似性を踏まえたうえで，2022年3月19日の余震（M5.0）を
用いている。

➢ 観測記録はK-NET及びKiK-netの水平成分（S波を含む15秒間）を用いている。

【野津（2022）】

➢ インバージョンの結果得られた最終すべり量について，特にすべりの大きな領域は，破壊開始点の5～25kmほど北側の破壊開始点
よりやや浅い位置に，3 箇所程度存在していたと考えられる。

➢ 最大すべり速度も同様の箇所で大きかったと推定されている。
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➢ 引間（2022）は，強震波形を使い太平洋プレートを含む３次元速度構造を考慮したグリーン関数による震源インバージョン解析を実
施している。

【引間（2022）】

2022年と2021年の地震における断層上のすべり分布
（矢印は上盤のすべり，白線はJIVSMの沈み込むプレート境界
を示す。2021年の断層は2つの平面からなっており，主断層に
副断層を投影した位置を灰色線で示す。黄色の星は震源を示
す。）

(a)2022年(青)と2021年(赤)の余震分布。本震から4週間以内に発生した余震を
DD法で震源決定し，M2.5より大きい値をプロットしている。カラーコンターは太
平洋プレート上部境界の深さを示す。
(b)(a)における白線（A-A’，B-B’）での断面図。地下構造モデルの境界，余震
の分布，断層モデルの断面をプロットしている。

➢ 2022年の地震は余震分布からは局所的に異なる面が存在する可能性は考えられるものの，それらを特定することは難しいため，
走向：30°，傾斜：40°の長さ44km，幅30kmの１枚の矩形断層を設定してすべり分布を求めることとした。

➢ 震源付近と走向方向に12～24 km程度北北東に離れた付近に大きなすべりが求まった。JIVSM（全国1次地下構造モデル）による
太平洋プレート海洋性マントル内に震源が存在し，主要な断層すべりは海洋性地殻第2層以深に止まっているように見える。

４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（２）引間（2022） 3.16地震反映
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➢ 芝（2022）は，2021年と2022年の福島県沖で発生した地震を対象に，経験的グリーン関数法に準拠した震源インバージョン解析を実
施し，震源のすべり分布モデルを推定している。

➢ さらに，2011年4月7日の宮城県沖の地震も併せて，すべり分布モデルから特性化震源モデルを構築し，周波数上限10Hzまでの強
震動を再現する特性化震源パラメータを同定している。

【芝（2022）】

解析した３地震の地震モーメントに対する
短周期レベルの分布

2011年宮城県沖の地震（緑），2021年福島県沖の地震（青）及び2022
年福島県沖の地震（赤）の想定断層面とすべり分布
（最大値の30%以上の領域のみ着色，それぞれの色の☆は破壊開始
点を表し，黒の矩形は抽出したSMGAを表す。）

➢ 今回解析した3地震とも，スラブ内地震のスケーリング則とおおむね調和的な値を示している。短周期レベルについて詳細にみると，
2011年宮城県沖の地震がスケーリング則に対して相対的にやや大きく，福島県沖の2地震は小さい分布となる。

４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（３）芝（2022） 3.16地震反映
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➢ 南雲（2022）はK-NET，KiK-net及びS-net観測網の震源近傍の観測点で観測された波形記録（速度波形0.05Hz～0.3Hz）を用いて，
震源過程の解析を行っている。

【南雲（2022）】

インバージョンで得られたすべり分布K-NET，KiK-net，S-netの観測点と本震発生後1週間の余震の分布

➢ 得られたすべり量は，震源から30kmの区間の浅い部分，15～24kmの区間では断層面の上端から下端にかけて，15～33kmにかけ
ての深い部分で大きかった。

➢ 得られた断層モデルを用いて3次元有限差分法による地震動シミュレーションを実施した。全体的に波形の再現性はインバージョン
結果と比べると若干落ちていたことから，震源過程解析におけるグリーン関数の計算に用いる地盤構造モデルの特に深い部分に
ついてはさらなる検討の余地がある。

４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（４）南雲（2022） 3.16地震反映
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➢ 佐藤（2023）はバックプロジェクション法と経験的グリーン関数法に基づき，2022年福島県沖のスラブ内地震の強震動生成域（SM
GA）から成る広帯域震源モデルを推定した。

➢ 観測記録はK-NET，KiK-net及びS-netの水平成分を用いている。

【佐藤（2023）】

2022年福島県沖の地震と既往の
スラブ内地震のM0-A関係（一部加筆）

推定されたSMGAの位置と1日以内の余震分布
• 2022年3月16日福島県沖の地震（赤線）と余震分布（緑丸）
• 2021年2月13日福島県沖の地震（青線）と余震分布（黄丸）

➢ 5つの強震動生成域が推定され，北側浅部の2つのSMGAは海洋性地殻に，他の3つの深部のSMGAは海洋性マントル内に位置
している。

➢ この地震のM0-A関係は2021年福島県沖の地震とほぼ同じで，既往のスラブ内地震のM0-A関係式のAより大きかった。

➢ SMGAの総面積は強震動予測レシピで用いられている笹谷ほか(2006)のM0-Sa関係式より大きく求まっているが，地震の固有の
特徴によるものという解釈のほか，S-netの観測記録を用いたことにより海溝側のSMGA4が推定された可能性等を指摘している。
SMGA4の面積を除くと笹谷ほか(2006)と同等の面積となる。

４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（５）佐藤（2023） 3.16地震反映

佐藤（2013）による
2011年4月7日

宮城県沖の地震
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➢ 野津（2022）は経験的グリーン関数法を用いた波形インバージョンにより2022年福島県沖のスラブ内地震の破
壊過程の推定を行い，破壊開始点の北側に3つのSMGAを求めている。これは新井ほか（2022）と同様である。

➢ 引間（2022）は，KiK-netの観測記録を用いた震源過程の解析を行っている。2022年の地震は余震分布からは
局所的に異なる面が存在する可能性は考えられると指摘しつつも，それらを特定することは難しいとして1枚の
矩形断層を設定してすべり分布を求めている。JIVSM（全国1次地下構造モデル）による太平洋プレート海洋性
マントル内に震源が存在し，主要な断層すべりは海洋性地殻第2層以深に止まっているように見えるとしている。

➢ 芝（2022）は，K-NET，KiK-net，女川原子力発電所等の観測記録を用いて，2011年宮城県沖の地震，2021年と
2022年の福島県沖で発生した地震とも，スラブ内地震のスケーリング則とおおむね調和的な値であり，短周期
レベルは2011年宮城県沖の地震がスケーリング則に対して相対的にやや大きく，福島県沖の2地震は小さいと
している。

➢ 南雲（2022）はK-NET，KiK-net及びS-netの観測記録（速度波形0.05Hz～0.3Hz）を用いた震源過程の解析を
行っている。震源過程解析におけるグリーン関数の計算に用いる地盤構造モデルの特に深い部分については
更なる検討の余地があるとしている。

➢ 佐藤(2023)は，K-NET，KiK-net及びS-netの水平成分の観測記録を用いて，広帯域震源モデルを推定した。S-
net観測記録から求まった可能性のあるSMGAを除けば，M0-Sa関係は笹谷ほか(2006)と同等である。短周期レ
ベルは既往のM0-A関係よりも大きく求まっている。

➢東北地方で発生した二重深発地震上面の地震（DC型）の短周期レベル（ M0-A関係）は，2011年宮城県沖の地
震（4.7地震）が2022年福島県沖の地震（3.16地震）よりも大きい傾向にある〔新井ほか（2022）（本編資料３章），
芝（2022），佐藤（2023）〕。

➢なお，3.16地震については，震源過程や短周期レベルについて概ね明らかになってきているが，今後の課題や
展開が挙げられていることから，引き続き知見を収集し，整理していく。

４．2022年3月16日福島県沖の地震 強震動評価に関する報告

（６）まとめ 3.16地震反映
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余 白
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５．検討用地震（敷地下方DC型地震）「ケース１（基本ケース）（M7.4）」と

前回提示「ケース１（基本ケース）（M7.3）」の断層モデル手法による評価結果の比較
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➢ 検討用地震（敷地下方DC型地震）について，今回提示した「ケース１（基本ケース）（M7.4）」と前回（第973回審査会合）提示した
「ケース１（基本ケース）（M7.3）」の断層モデルを示す。

５．検討用地震（敷地下方DC型地震）「ケース１（基本ケース）（M7.4）」と
前回提示「ケース１（基本ケース）（M7.3）」の断層モデル手法による評価結果の比較 3.16地震反映

敷地下方DC型地震 断層配置図

ケース１（基本ケース）

R：破壊開始点

東通原子力発電所

R1

R2

R3

R4

TN

PN

24.42km（=1.74km×14）

16.17km

（=2.02km×8）

R1R2

R3

R4

敷地下方DC型地震 展開図

▽海洋プレート スラブマントル 深さ68.9㎞

R:破壊開始点

：強震動生成域（SMGA）

ケース１（基本ケース）

R：破壊開始点

東通原子力発電所

TN

PN

R1

R2

R3

R4

R5

R1R2

R3

R4

R5

断層基準点

43.82km（=2.19km×20）

16.17km

（=2.02km×8）

破壊開始点2

破壊開始点3破壊開始点4

破壊開始点1

破壊開始点5

断層基準点

43.82km（=2.19km×20）

16.17km

（=2.02km×8）

破壊開始点2

破壊開始点3破壊開始点4

破壊開始点1

破壊開始点5

前回提示 ケース１（基本ケース）（M7.3） 今回提示 ケース１（基本ケース）（M7.4）

前回提示 ケース１（基本ケース）（M7.3） 今回提示 ケース１（基本ケース）（M7.4）
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➢ 検討用地震（敷地下方DC型地震）について，今回提示した「ケース１（基本ケース）（M7.4）」と前回（第973回審査会合）提示した
「ケース１（基本ケース）（M7.3）」の断層モデル手法による評価結果の比較を示す。

５．検討用地震（敷地下方DC型地震）「ケース１（基本ケース）（M7.4）」と
前回提示「ケース１（基本ケース）（M7.3）」の断層モデル手法による評価結果の比較 3.16地震反映

敷地下方DC型地震の断層モデル手法を用いた地震動評価（PN基準）

水平成分 鉛直成分

：NS方向
：EW方向

： 今回提示 ケース１（基本ケース）（M7.4）
： 前回提示 ケース１（基本ケース）（M7.3）
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